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ため池は築造年代が古く，老朽化により堤体の断面不足や漏水等により早急な改修が必要なもの

が多いが，最近では池近傍で改修に必要な強度や遮水性に適した築堤土が入手や，ため池内に堆積

した底泥土の土捨て場の確保が困難になってきたため、計画的な改修が難しい状況にある．  
そこで，筆者らは底泥土を有効活用して老朽化ため池の堤体改修を可能とする砕･転圧盛土工法を

開発してきた．この工法は堤体改修と底泥土の除去処分を同時に達成できること、築堤土のための

土取り場や底泥土の土捨て処分場が不要となることなど効率的かつ経済的な堤体改修が可能である．

ここでは，本工法の設計･施工法の概要と，これを適用したため池の改修事例を紹介するものである． 
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１.はじめに 

 

我が国には築造年代の古いため池が多数あるが，その

内の大部分の堤体が波浪侵食による断面不足や漏水等

により危険な状態にあり早急な堤体補強や漏水防止等

の改修が必要な状況にある．しかしながら，最近では近

傍で堤体改修に必要な強度や遮水性を有する築堤土が

入手しにくくなっており，計画的な改修が難しい状況に

ある．一方，ため池内には貯水容量の低下や水質悪化の

原因になる底泥土が厚く堆積してその除去処分が必要

とされているが，これらは高含水比で超軟弱土なためな

んらかの土質改良処理を実施しなければ運搬も困難で

ある上、近年底泥土の土捨て場を確保することが難しく

なってきている． 
筆者らは，この厄介な底泥土を土捨て処分することな

く，セメント系固化材により固化処理することで土質改

良を施して築堤土として有効活用できる砕･転圧盛土工

法を開発してきた 1),  2)，3)．この工法は堤体改修と底泥土

の除去処分を同時に達成できること，築堤土のための土

取り場や底泥土の土捨て処分場が不要なことなど効率

的かつ経済的な堤体改修が可能である．また，土取り場

や土捨て場を確保するための自然破壊や土砂搬出･搬入

のためのダンプ運搬に伴う騒音，振動，排気ガス，渋滞

などの近隣への環境負荷が少ないなど環境面でも優れ

ている． 
ここでは，この工法の設計･施工法の概要と，これを

適用して改修を実施した４つのため池の事例を紹介す

るものである． 
 

 

２．砕･転圧盛土工法の概要 

 
砕･転圧盛土工法は，図－１に概念的に示すように，

池内に堆積した底泥土にセメント系固化材を加えて堤

体安定に必要な強度と貯水に必要な遮水性をもつ築堤

土を人工的に製造して，堤体補強や漏水防止のための傾

斜ゾーン盛土や貯水容量の拡大のための嵩上げ盛土の

築堤を行うものである．その築堤土は底泥土に固化材を

加えて一定期間 tSだけ固化させた固化処理土を，ある規

定の最大粒径 Dmax で解砕してから通常の築堤土と同様

に一定の層厚で撒出し・敷均してから転圧するものであ

る．本工法では固化材を加えて単に固化させた状態のも 
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図－1 砕･転圧盛土工法の概念図 

 

 

 
図－２ 初期固化土と砕･転圧土の応力～ひずみ曲線の比較 

 
のを初期化土，初期固化土を解砕･転圧したものを砕・

転圧土と称する．また，砕・転圧土の養生期間は，底泥

土に固化材を加えてからの養生期間を初期固化期間 tS
とすると，この tSと解砕・転圧後の期間 tCCを合わせた

t=tS＋tCCになる．tSは解砕･転圧後の再固化強度に，また

Dmax は遮水性と強度の両方に影響する．このため，砕･

転圧土により所要の強度と遮水性を有する堤体を築造

するには，tSやDmaxの管理が必要であり，この点が一般

の土質改良工と異なる点である． 
従来，単に固化しただけの底泥土（ここでいう初期固

化土）は，強度を固化材添加量ΔWC の加減により容易

に確保できるが，通常の築堤土に比較して破壊ひずみが

小さく既設堤体との間に極端な剛性差が生じるため堤

体には使用できなかった．本工法では，この問題を初期

固化させた底泥土を解砕・転圧して築堤すると通常の築 

 

 
図－３ 砕･転圧土の強度に及ぼす初期固化日数の影響 

 
堤土に近いひずみ硬化型の応力～ひずみ特性になる性

質を利用して既設堤体との密着性（なじみ）を良くした

ものである．例えば，同一配合での t=tS=10 日目の初期

固化土と，t=tS＋tCC=3+7=10 日目の砕･転圧土の圧密・非

排水三軸圧縮試験による応力～ひずみ曲線の比較を図

－２に示すが，初期固化土の応力は小さいひずみで最大

値に達した後に低下しひずみ軟化型のクラックが生じ

やすい性質を示すが，砕･転圧土ではこれがなく通常の

築堤土に近いひずみ硬化型になっている． 
次に，図－３には初期固化土の一軸圧縮強さ(qu)IS～t-

=tS関係と，tS=1，3，5日の砕･転圧土の一軸圧縮強さ(qu)CC

～t（=tS+tCC）関係の比較例を示す．図中の左半分黒塗り

の記号は初期固化土を解砕･転圧した直後 tCC=0 日の強

度(qu)CC0であり，これは築堤面上の施工機械のトラフィ

カビリティーに関係し，短い tSほど低くなる．この図か

ら，砕･転圧土は解砕・転圧後でも再固化するが，強度

は初期固化状態よりも低く，かつ tSにより影響を受け短

い tSほど高い値を示すことがわかる．このため，砕・転

圧土により所定の強度を有する堤体を築造するには適

切な tSを選択しなければならない．短い tSでは解砕･転

圧による強度低下が少なく固化効率は良いが，(qu)CC0 が
低くトラフィカビリティーが不足し施工性に問題があ

る．一方，長い tSでは(qu)CC0が高く施工性は良いが，砕･

転圧による強度低下が著しく，強度確保のためにより多

くのΔWC を必要とし固化効率が悪い．そこで，施工性

や固化効率を考え，強度低下傾向が鈍くなり，かつある

程度のトラフィカビリティーが期待できる tS=3 日を標

準としている． 
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３．砕・転圧盛土工法の設計法 
 
 初期固化土あるいは砕･転圧土の強度は一般の土質改

良工での取扱い 4)にならって一軸圧縮強さ qu で表示し，

強度パラメータは粘着力 cだけを考慮し（内部摩擦角φ

は無視），quとの関係を 
 

c=qu/2         (1) 
 
とおく．一般にセメント系固化材により固化処理した底

泥土の強度は養生日数 t とともに発現するが，その傾向

は t=10 日以降急に低下する 1)．そこで，目標強度(qu)CC*
は強度発現が急減する t=10 日目，つまり初期固化土では

固化材の添加後 t=tS=10 日目の強度(qu)IS*=(qu)IS10，砕･転

圧土では tS=3日として砕･転圧後 tCC=7日目の強度(qu)CC* 
=(qu)CC7（t=tS+tCC=3+7=10 日）により設定する 3)． 

(qu)CC*は，安定計算により求まる堤体全体が所定の安

全率を満足して安定するのに必要な砕･転圧土部の粘着

力 cStabilityを変換した(qu)CCStability（=2･cStability）と，築堤時に

施工機械のトラフィカビリティーに必要な強度に関連

した(qu)CCTrafficabilityと比較して大きい方を採用する． 
 堤高H=10m未満の堤体では，(qu)CCStability が(qu)CCTrafficability

より小さく(qu)CC*=(qu)CCTrafficabilityとなることが多く，これ

は以下のように求められる．砕･転圧土の築堤時におけ

る施工機械のトラフィカビリティーに必要な強度は，解

砕した初期固化土を転圧する時の強度，すなわち tCC=0
日目の強度(qu)CC0 である．(qu)CC0 はため池の堤体基礎地

盤で要求される機械施工が可能な支持力（コーン指数

qC=490kN/m2 が目安）5) を満足しなければならないとす

ると，qu～qC関係式（qu=qC/7.5）3)より(qu)CC0=65kN/m2と

なる．したがって， (qu)CC*は築堤時の(qu)CC0から再固化

が進み(qu)CC*の設定日である tCC=7 日目までに発揮され

る(qu)CC7となるので，配合試験による(qu)CC7～(qu)CC0関係

から決定される． 
(qu)CC*は初期固化状態での強度(qu)IS*で表示すると，配

合試験から求まる初期固化土を砕･転圧したことによる

強度低下比R3（標準の tS=3 日でのRの値）3)より 
 

(qu)IS*=(qu)CC*/R3       (2) 
 
となる． 
現場での∆WCは，この(qu)IS*に現場/室内強度比αFL= 

1/1.5（トレンチャー式撹拌混合機でスラリー添加を行っ

た場合の実績 2））を考慮した室内配合強度(qu)IS*/αFL に

対して決める．配合試験は底泥土の実施工で想定される 

 

 

写真－1 トレンチャーによる初期固化状況 

 

 

 

写真－２ トレンチャーによる初期固化状況 

 
含水比w=wOを基準に実施するが，底泥土のwは堆積場

所などで一定ではない．このため，実施工での ∆WC は

底泥土の固化前含水比 w を測定し，wO との差に応じて

w=wOにおける値を加減しなければならない． 
 

 

４．砕・転圧盛土工法の施工法 

 
本工法の施工手順は，底泥土の初期固化，初期固化土

の解砕，解砕土の築堤の各工程からなる． 
初期固化工程は固化材を写真－１に示すプラントに

より水･固化材比 w/c=1.0 のスラリーにして，底泥土に

添加･混合して一定期間固化させるもので，深さ方向に

均一に混合できる写真－２に示すようなトレンチャー

型撹拌混合機などを使用する． 
 解砕工程は一定期間 tS だけ養生した初期固化土を規

定の Dmaxで解砕するもので，最大力約 200kN の押土板

を装着したスケルトンバケット（ベースマシンは0.7m3 
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写真－３ バケット式解砕機による解砕状況 

 

 

 

写真－４ 振動ローラによる解砕状況 

 

級バックホウ）により掘削した初期固化土を，写真－３

に示すように押土プレートでスケルトンから押出して

解砕と積込みを行うものである．この時の Dmax はスケ

ルトン間隔を変えて制御する． 
築堤工程は，解砕土を粗粒から細粒子までの解砕土粒

子が均一に混合されるようにバックホウで撒出し，ブル

ドーザで一定層厚に敷均してから写真－４に示すよう

に振動ローラ等により転圧するものである． 
なお，法面表層部には，植栽や砕･転圧土の乾･湿繰返

しによる劣化や高アルカリ水溶出の防止のために，法面

垂直方向に既設堤体からの掘削土を用いて層厚 30～ 
50cmで覆うものとする． 
 

 

５．適用事例 

  

本章では砕･転圧盛土工法を適用して固化処理した底

泥土を築堤土として有効活用して，老朽ため池の堤体改 

表－１ 砕・転圧盛土工法を適用した事例の堤体仕様 

 

堤 体 仕 様 寺 家 池 虎吉沢池 皿  池 北 谷 池 

堤 体 型 式 均一型 傾 斜 
ゾーン型 

傾 斜 
ゾーン型 

傾 斜 
ゾーン型 

堤   高 (m) 5.3／4.5  8.4／7.0 10.6／9.4 14.0／12.0 
堤   長 (m) 400／90 70／65.5 120／112 116／116 
堤体積 (万m3)  3.30／0.70 1.38／1.37 2.29／1.30 3.60／2.55 
貯水量 (万m3) 14.0／2.0 0.31／0.31 1.29／1.29 15.0／15.0 
砕･転圧土 

築堤量 (万m3) 
3.2 0.4 0.9 1.5 

上流側 3.0／約2.0 2.0／1.5 2.1／2.0 2.1／平均
1.6 

法 面 
勾 配 

下流側 2.5／約1.8 2.0／1.8 2.1／1.8 平均1.8／ 
平均1.5 

     （注意：14.0／12.0などは改修後/改修前の値であることを示す） 

 

 

修（補強と漏水防止）を実施した事例4件を紹介するが，

表－１にそれらの堤体仕様をまとめて示す． 

 

（１）寺家池の池拡張工事 

寺家池は三重県鈴鹿市にあり，貯水量を灌漑用約

20,000m3に洪水調節用120,000m3を付加するために旧池

周辺を掘削拡張（掘削土量は約 110,000m3）し，主堤体

を旧堤体より約 30m 下流に移し皿池状の堤体を新規に

築造したものである．改修後の堤体は標準断面を図－４

に示すが，基礎地盤に軟弱箇所があることや，掘削土を

場内で使用して場外処分量を少なくするために均一型

とした．寺家池では，近傍で旧池内の底泥土の処分地が

見つからなかったこと，強度と遮水性に優れた築堤土を

入手できなかったことから本工法の採用が決められた． 
本工法は底泥土のみを固化処理して築堤土とするこ

とを基本としているが，寺家池に堆積していた底泥土は

約10,000 m3で築堤に必要な計画土量約32,000m3に不足

したので，これに掘削土を加えて混合泥土として利用し

た．底泥土と掘削土の混合比は均一型堤体の遮水性基準

値 kLab≦1×10－5cm/s（室内試験）を満足すること，場外

処分しにくい底泥土の全量を使い切れるように決めた．

また，(qu)CC*は堤高が小さく，勾配も緩いのでトラフィ

カビリティー確保に必要な強度(qu)CCTrafficabilityとした． 

 

図－４ 寺家池堤体の改修後の標準断面 
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図－５ 虎吉沢池堤体の改修後の標準断面 

 

 
 

図－６ 皿池堤体の改修後の標準断面 

（２） 虎吉沢池の漏水対策工事 

虎吉沢池は山形県西置賜郡飯豊町にあり，築年代不明

で老朽化により堤体法尻や底樋周囲からの漏水，堤体の

断面不足や余裕高不足，洪水吐の破損や通水能力不足の

ため，底樋と洪水吐の全面改築と，堤体の補強と漏水防

止のための傾斜遮水ゾーンを築造することになった．改

修は止水トレンチの掘削により発生する大量の底泥土

の処分地や，所要の強度と遮水性を有する築堤土が池近

傍で入手できなかったことから本工法を採用すること

になった．図－５に改修後の堤体標準横断面を示す． 
改修は，堤体のほぼ中央部において横断方向に V 字

形に開削した部分に底樋を改築，さらに洪水吐の改築等

の構造物工事の終了後，ここで対象とした傾斜遮水ゾー

ンの築造工事を行った．傾斜遮水ゾーンは止水トレンチ

を掘削してから，既設堤体の段切り掘削をしながら一層

毎に築造した．なお，(qu)CC*は築堤面での施工機械のト

ラフィカビリティーに必要な強度(qu)CCTrafficability から決定

した． 

（３）皿池の漏水対策工事 

 皿池は兵庫県神戸市西区にあり，築年

代不明で老朽化により堤体からの漏水

や，底樋が亀裂・破損により危険な状態

にあり早急な改修が必要とされていた．

特に，池周辺が地すべり区域にあたり堤

体からの漏水が付近の地すべりブロッ

クに悪影響を及ぼしている可能性があ

ったことから，底樋と洪水吐の改築，堤

体の漏水防止のための傾斜遮水ゾーン

を築造した．図－６には改修後の堤体の

標準横断面を示す．皿池では近くで所要

の強度と遮水性を有する築堤土を入手

できなかったこと，池内に大量に堆積し

た底泥土や止水トレンチ掘削により発

生する底泥土の土捨て場を確保できな

かったことから，これらを築堤土に利用

できる本工法の採用が決まった． 
傾斜遮水ゾーンは堤体のほぼ中央部

を横断方向に V 字形に開削した部分に

底樋を築造し，止水トレンチを掘削して

から，既設堤体を段切り掘削しつつ固化

処理した底泥土により一層毎に傾斜遮

水ゾーンを築造した．なお，(qu)CC*は施

工機械のトラフィカビリティーに必要

な強度(qu)CCTrafficabilityから決定した． 
 

（４）北谷池の堤体補強工事 
 北谷池は三重県松阪市にあり，堤体が老朽化による断

面不足と法尻や底樋周囲からの漏水により安定性不足

の状態にあり，底樋や洪水吐の改築とともに傾斜遮水ゾ

ーンによる堤体の補強と漏水防止をすることになった．

改修後の堤体の標準断面を図－７に示すが，堤高は約

14mとため池として規模の大きい堤体に属する．しかし

ながら，入手可能な購入土による改修では，法面勾配を

図－８に示すように 1：3.0 以上に緩くする必要があり，

大量の築堤土を必要とするだけでなく，貯水容量の大幅

な減少を招くなど現実的な改修が不可能だった．そこで，

急勾配堤体でも築堤可能な強度を有する築堤土を人工

的に製造できる本工法を採用した． 
傾斜遮水ゾーンの法面は土地改良事業設計指針「ため

池整備」5)で許容される最急勾配である 1：2.1 とし，こ

の部分の砕・転圧土の(qu)CC*はこの勾配でも堤体全体が

所定の安全率を満足して安定化できる強度 cStability

（=(qu)CCStability/2）を安定計算により決定した．この時の
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図－７ 北谷池堤体の改修後の標準断面 
 

 

図－８ 北谷池における工法採用の効果 

(qu)CC*は隣接する既設堤体部の強度よりも高くなるので，

これとの間に極端な強度や変形性の相違が生じないよ

うに，傾斜遮水ゾーンの上・下層部の(qu)CC*を変えた強

度ゾーニングを行った．つまり，地震時変形が小さく強

度や変形性の相違による影響の少ない，かつ堤体安定に

とって重要な小段下層部のゾーン②は(qu)CC*=(qu)CCStability

の高強度ゾーンとし，地震時変形が大きく強度や変形性

の相違の影響の大きい小段上層のゾーン③は施工機械

のトラフィカビリティーを確保するの必要とされる強

度(qu)CC*=(qu)CCTrafficability の低強度ゾーンとした．そして，

止水トレンチのゾーン①は軟弱な Ac 層や Ag 層をすべ

り面が通らないようにできる強度を設定した． 
なお，北谷池では，寺家池の事例と同様に，池内に堆

積した底泥土のみでは計画盛土量に不足したため，底泥

土に池敷等の掘削土を加えて混合泥土として利用した．

この時の土砂と底泥土の混合比は堤体に必要な遮水性

基準値：kLab≦1×10－6cm/sを満足するように決定した． 
 
 
 
 
 
 

５．おわりに 

 

 砕･転圧盛土工法は，ため池内の底泥

土を築堤土として有効活用して，底泥土

の除去処分と堤体改修を同時に可能に

した効率的で経済的な老朽ため池改修

法であり，固化処理土ではあっても，砕･

転圧土として利用することで通常の築

堤土に類似したひずみ硬化型の応力～

ひずみ曲線をもち，隣接する既設堤体と

の密着性（なじみ）のよい堤体築造を可

能にしたものである．また，この工法は，

北谷池の事例で紹介したように堤体を

強度ゾーニングして隣接する既設堤体

との間の極端な強度や変形性の相違が

生じないようにできるので，ため池より

も堤高の大きいフィルダムの堤体改修

にも適用できるものである． 
 最後に，本工法は農林水産省官民連携

新技術研究開発事業により開発したこ

とを記して，農林水産省農村振興局など

の関係諸氏に謝意を表するものである． 
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